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１．Society 5.0の社会像・求められる人材像、学びの在り方
（Society 5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会の議論を踏まえて）

Society 5.0における学びの在り方、求められる人材像

4

ＡＩ等の先端技術が教育にもたらすもの ⇒学びの在り方の変革へ
（例）・スタディ・ログ等の把握・分析による学習計画や学習コンテンツの提示

・スタディ・ログ蓄積によって精度を高めた学習支援（学習状況に応じたコンテンツ提供、学習環境マッチング等）

学校が変わる。学びが変わる。 ⇒Society5.0における学校（「学び」の時代）へ
・一斉一律授業の学校 →読解力など基盤的な学力を確実に習得させつつ、個人の進度や能力、関心に応じた学びの場へ
・同一学年集団の学習 →同一学年に加え、学習到達度や学習課題等に応じた異年齢・異学年集団での協働学習の拡大
・学校の教室での学習 →大学、研究機関、企業、ＮＰＯ、教育文化スポーツ施設等も活用した多様な学習プログラム

Society 5.0の社会像
ＡＩ技術の発達 ⇒定型的業務や数値的に表現可能な業務は、ＡＩ技術により代替が可能に

⇒産業の変化、働き方の変化

日本の課題
ＡＩに関する研究開発に人材が不足、少子高齢化、
つながりの希薄化、自然体験の機会の減少

人間の強み
現実世界を理解し意味づけできる感性、倫理観、
板挟みや想定外と向き合い調整する力、責任をもって遂行する力

共通して求められる力：文章や情報を正確に読み解き対話する力
科学的に思考・吟味し活用する力
価値を見つけ生み出す感性と力、好奇心・探求力

新たな社会を牽引する人材：技術革新や価値創造の源となる飛躍知を発見・創造する人材
技術革新と社会課題をつなげ、プラットフォームを創造する人材
様々な分野においてＡＩやデータの力を最大限活用し展開できる人材 等



Ⅰ「公正に個別最適化さ
れた学び」を実現する多
様な学習の機会と場の提
供

【すべての学びの段階】
・基盤的な学力を確実に定着させながら、他者と協働しつ

つ自ら考え抜く自立した学びが不十分。
学びの在り方の
変革

２．Society 5.0に向けて取り組むべき政策の方向性
（新たな時代を豊かに生きる力の育成に関する省内タスクフォースにおける議論の整理）
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新たな社会を
牽引する人材
の育成

共通して求め
られる力の育
成

【小・中学校】
・OECD/PISAでも高い到達水準。
・他方で、家庭環境、情報環境の変化のなかで、文章や

情報の意味を理解し思考する読解力に課題との指摘。
・貧困の連鎖を断ち切り、すべての子供達にSociety5.0

時代に求められる基礎的な力を確実に習得させる必要。

＜現状・課題等＞ ＜取り組むべき政策の方向性＞

Ⅲ文理分断からの脱却

【高等学校】
・普通科７割（８０万人）・専門学科等３割（３０万人）。
・普通科は文系７割（５０万人）といった実態があり、

多くの生徒は第2学年以降、文系・理系に分かれ、特
定の教科については十分に学習しない傾向。
※例えば普通科全体のうち「物理」履修者は２割（１４万人））

・学年にとらわれない多様な学び（高等教育機関や産業
界等との連携）の可能性。

【高等学校卒業から社会人】
・四年制大学は、人・社系５割（３０万人）、理工系２

割（１２万人）、保健系１割、教育・芸術系等２割。
※諸外国は、理工系にドイツ約４割、フィンランド・韓国等約３割

・教育におけるSTEAMやデザイン思考の必要性。
※STEAM＝Science、 Technology、 Engineering、 Art、
Mathematics

＜求められる人材像、
学びの在り方＞

Ⅱ基礎的読解力、数学的
思考力などの基盤的な
学力や情報活用能力を
すべての児童生徒が習
得
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Ⅲ．文理分断からの脱却
○文理両方を学ぶ高大接続改革

・ 様々な学問分野において必要となる、確率・統計や基礎的なプログラミング、理科と社会科の基礎的分野を必履
修とする新しい学習指導要領を確実に習得させるとともに、微分方程式や線形代数・ベイズ統計、データマイニン
グなど、より高度の内容を学びたい生徒のための条件整備等を行い、文理両方を学ぶ人材を育成する。

・ 高校における文理分断の改善、社会のニーズ及び国際トレンド等を背景に、今後多くの学生が必要とする
STEAMやデザイン思考などの教育が十分に提供できるよう、大学による教育プログラムの見直しを促進する。
：学生が共通的に学ぶリベラルアーツと学生が選択する人社系、STEAM系、保健系等の専門分野について、学部

を超えて提供される構造へと変化。
・ STEAM系を専攻するAIのトップ人材や専門人材を育成するとともに、文理両方を学ぶことにより必要なAIに関

する素養を身に付けた人社系等を専攻する人材を育成する。また、大学のみならず高専や専門学校においてAIの専
門人材を育成する。

○地域の良さを学びコミュニティを支える人材の育成
・ 高校と、地元の自治体、高等教育機関、産業界と連携したコースで、例えば福祉や農林水産、観光などの分野が

学習できるよう環境整備等を行い、地域人材の育成を推進する。

３．Society 5.0に向けたリーディング・プロジェクト

→WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアムの創設
・AP（アドバンスト・プレイスメント）も含む高度かつ多様な内容を、個人の興味・特性等に応じて履修可能とする学習プログラム/コー

スをWWLコンソーシアムとして創設（高校生６万人あたり１か所を目安に、各都道府県で国公私立高校・高専等を拠点校として整備）
・海外提携校等への短期・長期留学を必修化し、海外からハイレベル人材を受け入れ、留学生と一緒に英語での授業・探究活動等

→地域³ 高校※（地域キュービック高校）の創設 ※地域の、地域による、地域のための高校
・高校と地元市町村・高等教育機関・企業・医療介護施設・農林水産業等のコンソーシアムを構築し、探究的な学び等を通じ、地域に関す

る産業や文化等に関する特色ある科目（例：観光学）を必ず履修させるなど、生徒が「やりたいこと」を見つけられる教育機関へ転換
・コミュニティ・スクールである都道府県立高校において、市町村長又は市町村教育長等を学校運営協議会の委員とすることを努力義務化

し、都道府県と市町村の連携を促進

→AI等の高度専門人材の育成
・全学的な数理・データサイエンス教育の拡大・強化（拠点整備、標準カリキュラム等）等

→産学連携による実践的教育の実施と専門人材の育成
・産学連携による実践的教育プログラムの開発・実施、産業界からの投資を呼び込むインセンティブ 等



（前年度予算額 XX百万
円)

XX年度予定額
XX百万円

◆ Society 5.0に向けた高等学校におけるグローバル人材育成
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H24 H25 H26 H27 H28 H29

非受講生 受講生
H28採択校 H27年採択校 H26採択校

事業
概要

調査
結果

（出典）
SGH事業
検証に関

する有識者
会議資料
(H30.6)

③意識・行動特性の育成目標達成度の経年変化（％）

①減少傾向にあった「課題研究に関する国外研修参加者数」は、SGHが開始されたH26年度から着実に増加。
②「SGH受講生の卒業時のCEFR B1～B2レベル」（英検2級～準1級程度）は、SGH開始時から13ポイント向上。
③SGH受講生の「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｲﾝﾄﾞｾｯﾄ（意識特性）・ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ（行動特性）・PPDAC（探求行動）」は、いずれも経年効果により着実に育成。
④指定校のSGH活動でもっとも必要な案件は「教師・スタッフの育成」であり、グローバル人材を育成する高校教師等の育成が課題。

成果
と

課題

急速なグローバル化を踏まえ、社会課題に対する関心と深い教養、コミュニケーション能力、問題解決力等の国際的要素を身に付け、将来、
国際的に活躍できるグローバル・リーダーを育成するため、国際化を進める国内の大学、企業、国際機関等と連携して、様々な国際舞台で活
躍できる人材の育成に取り組む高校をSGH校に指定して、質の高いカリキュラムの研究開発・実践を行う。（指定期間：５年間）
指定校数：123校
（国12校・公73校・私38校）

【主な取組】 ✔英語での討論・ﾌﾟﾚｾﾞﾝ、論文作成、探究学習、成果発表 ✔海外高校等と連携した海外研修

◆ スーパーグローバルハイスクール（SGH） ＜平成26（2014）～ 令和２（2020）年度＞

事
業
概
要

Society5.0をリードし、 SDGsの達成を牽引するイノベーティブ
なグローバル人材育成のリーディング・プロジェクトとして、国内外
の高校・大学等との連携によるグローバルな課題解決に向けた探
究的な学びや大学の先取り履修などのカリキュラム開発を実施。

高校の枠を超えて、高校生に高度な学びを提供する
ALネットワークを全国50拠点程度配置し、ＷＷLコンソーシアムを構築。

国際会議の開催等により、プロ
ジェクトが効果的に機能するよう
高校間のネットワークを形成。

A高校
連携校

A海外
連携校

B海外
連携校

C高校
連携校

B高校
連携校

AL(アドバンスト・ラーニング）
ネットワーク(イメージ図）

WWLコンソーシアム

高等学校
「カリキュラム
開発拠点校」

国公私立の高等学校等（２８拠点校）

カリキュラム開発拠点校（令和3年度時点）

国際
機関

海外
大学

国内
大学NGO

等

企業

WWL(ワールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアム構築支援事業
＜令和元（２０１９）年度～ ＞(指定期間：３年間）

地域との協働による高等学校教育改革推進事業
＜令和元（２０１９）年度～ ＞(指定期間：３年間）

事
業
概
要

地域を分厚く支える人材の育成に向けた教育改革を推進するた
め、高等学校が自治体、高等教育機関、産業界等との協働によ
り、地域の課題解決に向けた探究的な学びのカリキュラム開発を
実施し、地域振興の核となる高等学校の機能強化を図る。

高校生と地域
課題のマッチングを効果的に行
うためのコンソーシアムを構築

高等学校

都道府県
地域ＮＰＯ

産業界・
関係機関

社会教育機関
（公民館等）

大学・
専修学校等

市町村

小中学校等◆グローバルな視点を持ちコミュニティ
を支える地域のリーダーを育成する
拠点校として、地域と協働した高校教育改革に取り組む。

◆高等学校等と都道府県や市町村、企業、国内外の大学等が連携し、高校
生にグローバルな地域課題解決等を通じた探究的な学びを提供する仕組み
（コンソーシアム、コーディネータの配置等）を構築し、成果を普及。

グローカル型（指定校２４校）

コンソーシアム

■グローバル人材のトップをさらに伸ばすアドバンスト型。
大学等と連携し世界で活躍できるイノベーティブなグローバル人材を育成。

■グローバル人材の裾野を広げ、全体を伸ばすリージョナル型。
グローバルな視点を持ってコミュニティーを支える地域のリーダーを育成。
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（前年度予算額 XX百万
円)

XX年度予定額

大臣懇談会報告書（2018年6月5日）
第３章 新たな時代に向けた学びの変革、取り組むべき施策

「Society 5.0に向けた人材育成 ～社会が変わる、学びが変わる～」（Society 5.0に向けたリーディング・プロジェクト）
（３）文理分断からの脱却

①文理両方を学ぶ高大接続改革

スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業検証（中間まとめ）
Society5.0に向けた人材育成

「Society 5.0に
向けた人材育成
～社会が変わる、
学びが変わる～」

AP（アドバンスト・プレイスメント）も含めた高度かつ多様な科目内容を、生徒個人の興味・関心・特性に応じて、

履修可能とする高校生の学習プログラム/コースを「WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム」として創設する。
高校生６万人あたり１か所を目安に、各都道府県で国公私立高校等を拠点校として整備し、すべての高校生が選抜
を経てオンライン・オフラインで参加可能とする。これにより、国内外のトップ大学等にも入学できるようなグローバル・イノベー
ティブ人材を育成する。また、海外からのハイレベル人材を受け入れ、日本人高校生と留学生が一緒に英語での授業・探
究活動等を履修することとする。また、世界で活躍できるグローバル・リーダーを育てることを目的として、幅広い教養や問
題発見・解決能力等の国際的素養を育成するなどの先進的な取組を行うとともに、地域におけるグローバル人材育成の
拠点となるような高等学校を支援する。

高等学校が地元の自治体、高等教育機関、産業界と連携したコースで、例えば福祉や農林水産、観光などの分

野が学習できるよう環境整備等を行い、地域人材の育成を推進する。
これを具体化し、地域の、地域による、地域のための高等学校改革を推進するため、

「地域³ 高校（地域キュービック高校）」を創設する。
地域³ 高校においては、地元市町村・高等教育機関・企業・医療介護施設・農林水産業等のコンソーシアムを構築

し、地域課題の解決等の探究的な学びの実現等を通じて、地域に関する産業や文化等に関する特色ある科目（例：
観光学）を必ず履修させるなど、高等学校を地方創生の核として、生徒が「やりたいこと」を見つけられる教育機関へと転
換し、地域の良さを学びコミュニティを支える人材を育成する。

②地域の良さを学びコミュニティを支える人材の育成
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スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業検証（中間まとめ）
今後の事業の方向性

グローバル人材のトップをさらに伸ばすこと
が目的。

世界で活躍できるイノベーティブなグローバ
ル人材を育成するための高度かつ先進的
なカリキュラム研究開発が目的。

①アドバンスト型

「WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コン
ソーシアム」における拠点校を目指した
取組等を受け止めるためのリーディン
グ・プロジェクトの一つ。

グローバル人材の裾野を広げ、全体を伸
ばすことが目的。

グローバルな視点を持ってコミュニティーを
支える地域のリーダーを育成するための先
進的なカリキュラム研究開発が目的。

②リージョナル型

地域の良さを学びコミュニティを支える人
材を育成するための「地域高校」の創設
を受け止めるためのリーディング・プロ
ジェクトの一つ。

「Society 5.0 に向けた人材育成」
大臣懇談会報告書（平成30年6月5日）

趣 旨

これまでの事業の在り方を見直し、事業目的と内容をより合致したものとするため、アドバンスト型とリージョナル型の2
つのカテゴリーに分類することとする。これにより、求めるべく事業成果を明確化するとともに各々の事業成果が効果的
に出るような指定の在り方とする。
今後訪れるSociety5.0の時代だからこそ、グローバルな社会課題について、国を超えた結びつきの中で高いレベルで
探究する力を育成することや、地域の中でそれぞれの特色に沿って探究する力を育成することは一層重要となるため、
そうした力の育成を目指していくことを明確にする。
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スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業検証（中間まとめ）
アドバンスト型のイメージ

○将来のイノベーティブなグローバル人材を育成する拠点校として高度かつ先進的カリキュラム開発に取り組む。
○高等学校等と国内外の大学、企業、国際機関等が共同し、高校生により高度な学びを提供する仕組みの構築。
○テーマ等を通じた国内外の高等学校のアドバンスト・ラーニング・ネットワークの形成により、WWL(ワールド・ワイド・ラーニング）

コンソーシアムにおける拠点校を目指す。

アドバンスト・ラーニング・ネットワークのイメージ

国際会議の開催等により、プロジェクトが効果的に
機能するよう高校間のネットワークを形成

グローバルな社会課題研究（SDGs、経済、政治、教
育,芸術等のテーマ）のカリキュラム開発。
外国語や社会科等の複数の教科を融合し、テーマと関
連した融合科目「グローバル探究」等の学校設定科目
の設定。
テーマと関連した国内外の高校生が参加する「高校生
国際会議」等を開催。
短期・長期留学や海外研修をカリキュラムの中に体系的
に位置づけ。
海外からのハイレベル人材を受け入れ、日本人高校生と
留学生が一緒に授業・探究活動等を履修。
大学教育の先取り履修を単位認定する取組など高大
接続による高度かつ多様な科目内容のプログラムを用
意。
コミュニケーション能力を重視した外国語（複数外国語
含む）の先進的な授業を実践。
ICTの活用による海外との連携の強化。
国内外の高校とのネットワークの構築。
外国語によるテーマと関連した課題研究論文を作成。
教員研修、セミナー等の実施。

高等学校（拠点校）取組内容の例

高等学校と関
係機関をつなぐ
コーディネーター
等の配置

10



スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業検証（中間まとめ）
指定の在り方について

【】 【現】スーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）
＊H26（2014）年度から2020年度まで実施（予定）

【今後】スーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）
2019年度から実施予定

1. 指定の在り方につ
いて

① 指定校数 計123校
・56校（H26指定）、56校（H27指定）、
11校（H28指定）
・国立12校 公立73校 私立38校

① 各カテゴリーについて当面下記のように進める。（拠点校）
・アドバンスト型：初年度10校程度→将来的に50校を目指す
・リージョナル型：初年度20校程度（3年間で60校程度）

② 指定期間 ５年 ② 原則3年（3年目の評価に応じて2年延長可）

③ 支援金額 平均700万円程度（H30）
（研究開発1年目は、最大1600万円（H26））
・生徒の海外研修費として支援できる金額の上
限は委託費総額の40％

③ カテゴリー別に上限額を設定し、研究開発の内容や対象生徒など
その規模に応じて支援する仕組みに改善する。
ネットワークやコンソーシアムの構築、国際会議やフォーラムの開催
など持続可能な取組につながる経費負担を義務付ける。

④ 研究開発の対象校 1校単位
（同一管理機関内に指定校が複数校あるケースが
多い）

④ 原則として同一カテゴリー内での同一管理機関による指定は1校又
は1グループまでとし、グループでの指定の場合は、拠点となる学校と
連携する学校を連携校として指定するか、又は共同して実施する
複数の学校を指定するか、のいずれかとする。

⑤ 研究開発の対象レベル 高等学校
（中学校含めて研究開発は可能であるが、支援対
象外）

⑤ より効果的な接続という観点から、研究開発の対象を小・中学校
からも可能とし、支援対象を広げる。

⑥ SSHの重複指定については、研究開発の内容や支
援対象のすみわけを行うが、同一学校において重複
指定可。
（平成30年度においては、29校が重複指定）

⑥ SGHとSSHは、グローバルに活躍する人材の育成という広い共通
目的のもと、今後はSGHとSSHが互いに連携し、プログラムとしての
相乗効果を図る。
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【現】スーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）
＊H26（2014）年度から2020年度まで実施（予定）

【今後】スーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）
2019年度から実施予定

１．カリキュラム開
発について 具体的な要件は示していない。 テーマ設定については、専門性や持続性の観点からも、まとまりのあ

る具体的なものであることが必要である。
高校3年間を通した計画的なカリキュラムであることが必要である。
課題探求と外国語学習とのリンクを図ることが必要である。

２．教育委員会等
管理機関の役割に
ついて

管理機関は、指定校の事業の進捗を管理し、当該学校
に対して必要な支援を行うとともに、指定校におけるグロー
バル・リーダ教育に資する教育の推進方策などを定める等
の役割を担っている。

効果的に成果を出し、普及するという観点から、管理機関による人
的支援や関連事業の実施、支援体制の明確化など、役割の強化
を図ることが必要である。
特にリージョナル型については、域内普及を管理機関の責務とする。

３．ネットワークづく
り、情報発信、共有
の強化について

ネットワークづくりや情報発信、情報の共有に関しては、
SGH指定校以外にアソシエイトを設け、指定校以外に広
げる仕組みを持つとともに、指定校123校のうち、幹事校
を1校置き、幹事校を通じて情報発信や共有を図っている。

情報発信や共有の強化を図るため、管理機関下において、研究
開発組織の中に協力校を設けたり、カテゴリーやテーマごとに幹事
校を置くなど改善を図ることが必要である。
教師への研修やセミナーを実施するなどの仕組みを構築することが
必要である。
特にアドバンスト型については、WWLコンソーシアム構築に向けて、
各拠点校のネットワーク間のつながりを進めていく。

４．海外研修や留
学の在り方に ついて 海外との学校とは、フィールドワークや海外研修を実施する

ため、定常的に連携する。
海外研修については、国内の課題研究のテーマに基づいた一貫し
た取組である必要がある。
特にアドバンスト型については、効果的な海外研修とするため、海
外の学校と課題研究に関して共同で学習する時間を定期的に設
ける等研究を深めるための計画を立てることや、管理機関が海外・
国際機関との覚書を締結する等連携のレベルの高度化を目指す
べきである。

スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業検証（中間まとめ）
カリキュラム開発、管理機関の役割、ネットワークづくり、海外研修等について
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スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業検証（中間まとめ）
参考 有識者会議名簿とこれまでの議論

7

スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業の検証に関する有識者会議名簿

帯野 久美子 株式会社インターアクト・ジャパン代表取締役 大阪市教育委員会委員 第９期中央教育審議会委員

萱島 信子 独立行政法人国際協力機構 上級審議役JICA研究所長

河村 小百合 株式会社 日本総合研究所調査部上席主任研究員

田代 桂子 株式会社 大和証券グループ本社 取締役兼専務執行役 公益社団法人 経済同友会教育問題委員会委員

永井 裕久 筑波大学 教授

○二宮 皓 広島大学名誉教授

松本 茂 立教大学グローバル教育センター長

有識者会議（第1回）
日時：平成30年2月13日（火） 14：00～16：00
場所：文部科学省
有識者会議（第2回）
日時：平成30年3月13日（火） 15：00～16：00
場所：国立大学法人筑波大学東京キャンパス

有識者会議（第3回）
日時：平成30年4月23日（月） 11：30～13：30
場所：国立大学法人筑波大学附属高等学校

平成３０年７月２５日現在
（五十音順・敬称略・委員数７名）

（○議長）

これまでの議論

有識者会議（第4回）
日時：平成30年5月15日（火） 14：30～16：30
場所：埼玉県立浦和高等学校

有識者会議（第5回）
日時：平成30年5月23日（水） 14：00～17：00
場所：国立大学法人筑波大学東京キャンパス
有識者会議（第6回）
日時：平成30年6月27日（水） 14：00～17：00
場所：国立大学法人筑波大学東京キャンパス

有識者会議（第7回）
日時：平成30年7月11日（水） 13：00～16：00
場所：経済産業省
有識者会議（第8回）
日時：平成30年7月25日（水） 14：00～16：00
場所：文部科学省 13



令和３年度予算額 2.5億円
（前年度予算額 1.5億円）

国公私立の高等学校及び中高一貫教育校対象
校種

２２拠点（継続１６＋新規６）
９００万円程度／拠点・年
原則３年

箇所数
単価
期間

管理機関（都道府県・市町村教育委員会、
国公立大学法人、学校法人） 等

委託先

カリキュラム開発に必要な経費
（海外研修旅費、謝金、借損料、国際会議経費等）

委託
対象経費

WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
Society5.0をリードする人材育成に向けたリーディング・プロジェクト

事業概要
Society5.0をリードし、 SDGsの達成を牽引するイノベーティブなグローバル人材育成のリーディン
グ・プロジェクトとして、国内外の大学等との連携により文理横断的な知を結集し、社会課題の解決
に向けた探究的な学びを通じた高校教育改革や大学の学びの先取り履修等を通じた高大接続改革
を推進する。

高等学校等と国内外の大学、企業、国際機関等とが協働し、高
校生が主体となり、海外をフィールドにグローバルな社会課題の解
決に向けた探究的な学びを実現するカリキュラムを開発。
これまで訪問できなかった国の高校生や大学生等とのオンライン海
外フィールドワークなど､世界規模で生じた豊かなオンライン環境
を駆使したカリキュラム開発。
大学等と連携した大学教育の先取り履修（カリキュラム開発）に
より、高度かつ多様な科目等の学習プログラム／コースを開発。

高校や国の枠を超えて、高校生に高度な学びを提供するAL（アドバンスト
・ラーニング）ネットワークを形成した拠点校を全国に５０校程度配置し、
ＷＷL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築へとつなげる。

AL（アドバンスト・ラーニング）
ネットワーク イメージ図

海外フィールドワークや国際会議
の開催等により、プロジェクトが効
果的に機能するよう国内外の連
携機関とのネットワークを形成

A高校
連携校

A海外
連携校

B海外
連携校

C高校
連携校

B高校
連携校

国内
大学

海外
大学

国際
機関

NGO
等

企業
高等学校
「カリキュラム
開発拠点校」

管理機関

高等学校と連携機関をつ
なぎ、カリキュラムを研究開
発する人材（カリキュラム・
アドバイザー）等の配置

管理機関

ALネットワーク

WWLコンソーシアム
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WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
カリキュラム開発拠点校一覧（その１）
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WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
カリキュラム開発拠点校一覧（その２）
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WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
カリキュラム開発拠点校一覧（その３）
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２．ＷＷＬ事業調査研究について

18



ＷＷＬ事業調査研究について（その１）ＷＷＬ事業調査研究について（その１）

19

事業名

ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業におけるＥＢＰ
Ｍに向けたデータ収集・分析、効果検証等のための調査研究
ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業におけるＥＢＰ
Ｍに向けたデータ収集・分析、効果検証等のための調査研究

目的

ＷＷＬコンソーシアム構築支援事業の各カリキュラム開発拠点校の管理機関内
に設置されたＡＬネットワーク運営組織における政策効果検証（測定）と評価、そ
の成果の普及を行うとともに、併せて、成果効果の測定に重要な関連を持つ情
報や統計等を活用したＥＢＰＭを推進し、政策の有効性を高め、国民の行政への
信頼確保に資する機能を果たすことを目指す。

ＷＷＬコンソーシアム構築支援事業の各カリキュラム開発拠点校の管理機関内
に設置されたＡＬネットワーク運営組織における政策効果検証（測定）と評価、そ
の成果の普及を行うとともに、併せて、成果効果の測定に重要な関連を持つ情
報や統計等を活用したＥＢＰＭを推進し、政策の有効性を高め、国民の行政への
信頼確保に資する機能を果たすことを目指す。

調査研究対象

カリキュラム開発拠点校２８校
（令和元年度：１０校、令和２年度：６校、令和３年度６校）
カリキュラム開発拠点校２８校
（令和元年度：１０校、令和２年度：６校、令和３年度６校）



ＷＷＬ事業調査研究について（その２）ＷＷＬ事業調査研究について（その２）

（１）各カリキュラム開発拠点校における構想目的達成のために計画された各取
組の達成状況のデータ収集及び政策効果の検証（測定）・評価の在り方の検討
① カリキュラム開発拠点校へのアンケート調査
構想目標・目的、ＡＬネットワークの形成・実施体制、研究開発・実践

② カリキュラム開発拠点校生徒へのアンケート調査等
統一的な国際指標を活用したアンケート調査の実施・分析。

③ カリキュラム開発拠点校教員へのアンケート調査等
教員へのＷＷＬ事業の取組に関するアンケート調査の実施・分析。

④ カリキュラム開発拠点校教員へのヒアリング

単なる好事例の収集ではなく、有識者を交えた現地でのヒアリングを通じて、
最終年度のカリキュラム開発拠点校における好事例のプロセスに係るエピ
ソードの収集・分析。

⑤ 相互交流等による効果測定

他の学校の生徒及び教員を高校生国際会議に参加させるなどの交流によ
る生徒個人の意識の変化又はカリキュラムへの反映状況など、相互交流に
よりもたらされる効果の測定。

（１）各カリキュラム開発拠点校における構想目的達成のために計画された各取
組の達成状況のデータ収集及び政策効果の検証（測定）・評価の在り方の検討
① カリキュラム開発拠点校へのアンケート調査
構想目標・目的、ＡＬネットワークの形成・実施体制、研究開発・実践

② カリキュラム開発拠点校生徒へのアンケート調査等
統一的な国際指標を活用したアンケート調査の実施・分析。

③ カリキュラム開発拠点校教員へのアンケート調査等
教員へのＷＷＬ事業の取組に関するアンケート調査の実施・分析。

④ カリキュラム開発拠点校教員へのヒアリング

単なる好事例の収集ではなく、有識者を交えた現地でのヒアリングを通じて、
最終年度のカリキュラム開発拠点校における好事例のプロセスに係るエピ
ソードの収集・分析。

⑤ 相互交流等による効果測定

他の学校の生徒及び教員を高校生国際会議に参加させるなどの交流によ
る生徒個人の意識の変化又はカリキュラムへの反映状況など、相互交流に
よりもたらされる効果の測定。

20
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ＷＷＬ事業調査研究について（その３）ＷＷＬ事業調査研究について（その３）

21

（２）成果の普及促進のための取組実施

最終年度のカリキュラム開発拠点校におけるこれまでの取組発表及びＷＷ
Ｌ事業調査研究結果の報告。（２月前後を想定）

（２）成果の普及促進のための取組実施

最終年度のカリキュラム開発拠点校におけるこれまでの取組発表及びＷＷ
Ｌ事業調査研究結果の報告。（２月前後を想定）



令和２年度スーパーグローバルハイスクール事業の成果検証の報告書は、文部科学省ＨＰを
参照ください。
同ページでは、平成27年度、平成28年度SGH指定校への学校インタビューを通じて明らかと
なった、成果を上げているSGH指定校において開発された指導方法・教材開発・評価方法に関す
るオリジナルツール事例を紹介しています。

ＷＷＬ事業調査研究について（その４）ＷＷＬ事業調査研究について（その４）

22

参考

令和2年度スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業の成果検証の報告について
https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/sgh/mext_00002.html
令和2年度スーパーグローバルハイスクール（SGH）事業の成果検証の報告について
https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/sgh/mext_00002.html



３．今年度の事業予定及び今後の事業実施について
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今年度の事業予定について今年度の事業予定について

令和３年６月30 日（水） 令和３年度連絡協議会

12月19日（日） 全国高校生フォーラム 開催予定
（オンライン・オフラインを活用したハイブリッド開催（予定）、
筑波大学（本事業幹事管理機関）・文部科学省共催）
※開催方式は８月末までに最終決定予定。
※フォーラムの詳細は追って連絡予定。

令和４年１月～２月下旬 令和４年度事業実施計画書提出（継続指定分）

３月31日（木） 令和３年度事業完了報告書 提出〆切 ※厳守

４月 令和４年度事業委託契約締結（継続指定分）
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◆ロゴマークの活用について

Society5.0をリードし、SDGs達成を牽引するグローバル人材育成のリーディングプロジェクトである
「WWL(ワールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアム構築支援事業」（以下「本事業」という。）について、
更なる推進のためにＷＷＬロゴマークを作成しました。

※文部科学省及びWWL参加校（カリキュラム開発拠点校、共同実施校、連携校）以外は、原則と
してWWLロゴマークを使用することはできません。
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【補足】
• ロゴマークについては、 WWL事業の研究開発成果の普及の観点から、カリキュラム開発拠点校にお

けるWWL専用HPや海外研修、高校生国際会議でのパンフレット・リーフレット上だけでなく、カリキュラ
ム開発した際に作成した教材や指導方法ツール、評価ツールにも、ロゴを使用し、高校段階でのイノ
ベーティブなグローバル人材育成に関心のある高校等と共有ください。



◆今年度の事業計画の変更について
新型コロナウイルス感染症の影響により、海外研修を中止し、国内研修に変更するなどの相談が寄せられ

ています。
新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、委託契約における当初の事業計画書（経費の積算内

訳を含む。）の内容に大幅な変更が生じる場合には、可能な限り柔軟に対応したいと考えていますので、
各事業担当に御相談ください。

なお、事業計画の変更に当たっては、「事業実施計画変更申請書」により変更しようとする事業の実施
一ヶ月程度前を目安に余裕を持って提出してください。

【次年度以降を見通した教育課程の編成】
新型コロナウイルス感染症の影響により、今年度計画している学習内容を翌年度以降へ変更することも考

えられますが、次の事項に十分留意してください。
今年度の委託費は、今年度の契約期間内に支払義務が生じているものが対象となること。
計画を変更する場合であっても、本事業の委託期間の変更を行うものではないこと。

【新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた計画変更】
新型コロナウイルス感染症の影響により国内・海外研修をやむを得ず中止するなど、予定している計画を

変更する必要がある場合には、変更後の研究開発の内容については、変更前に予定していた研究開発の
内容と同程度の成果が期待できるものとなるよう、適切な配慮をお願いいたします。
（計画変更による工夫の例）

・オンラインを活用した国内外の高校や大学等との生徒の学習成果発表会の実施
・国内の留学生等と共同実施校・連携校の生徒との交流活動の実施 など
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今後の事業実施について今後の事業実施について



◆３年間の事業構想が実現できない可能性がある場合
本事業は、３年間でカリキュラム開発を行うことを目的としており、指定を受けたカリキュラム開発拠点校

においては、原則として、構想計画書に記載されている目的・目標の達成に向けて研究開発に取り組むこ
とが必要です。

その際、新型コロナウイルス感染症対策を踏まえて計画の変更が必要な場合には、事業担当に御相談
ください。

【海外の連携校等への短期・長期留学や海外研修の扱い】
海外の連携校等への短期・長期留学や海外研修をカリキュラムの中に体系的に位置付けることとしています。しかし、新

型コロナウイルス感染症の影響により、年度内の実施が難しいことも考えられます。
このため、短期・長期留学や海外研修等を教育課程に位置づけることが困難である場合において、ICT等を活用した工

夫した取組により短期・長期留学や海外研修と同程度の成果が期待できる場合等においては、委託期間における実施を
可能としますので、事業担当までご相談ください。

【高校生国際会議の扱い】
本事業では、国内外の高校との連携によるテーマと関連した高校生国際会議等を事業終了までに行うことを要件として

いますが、新型コロナウイルス感染症の影響により、高校生国際会議が当初の予定通り実施できず、当該要件を達成でき
ない場合も考えられます。

その場合、設置者や学校等の判断により、ICTを活用した会議に開催方法を変更することや、高校生国際会議の開催
時期を変更するにより達成することが考えられます。いずれにしても、高校生国際会議の開催方法又は開催時期の変更
等につきましては、随時、事業担当までご相談ください。

【ALネットワークの扱い】
本事業では、管理機関の下、拠点校を中心として組織的に研究開発・実践に取り組む体制（ALネットワーク）の形

成を要件としておりますが、新型コロナウイルス感染症の影響により、各ステークホルダー間の連携・協働にも支障が生じてい
ることも考えられます。この場合において、ＡＬネットワーク形成に向けた取組に変更がある場合についても、随時、事業担
当までご相談ください。
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◆令和３年度がWWL事業の指定最終年度となるカリキュラム開発拠点校への対
応について

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、各事業拠点校においては、海外研修から国内研修への
変更や、高校生国際会議の開催準備の計画変更など、当初構想していた研究開発計画からの大幅な
変更が余儀なくされ、特に今年度が本事業の指定最終年度となる事業拠点校（10校）においては、当
初構想していた研究開発計画を確実に達成できるかどうか、現時点では不透明な状況です。

このような状況に鑑み、今年度が本事業の指定最終年度となる事業拠点校（10校）が、当初構想
していた研究開発計画を実現するために、本事業としての取組を継続して行うことを希望する場合は、
研究開発期間の１年間延長（※）を認めることとします。

（※）【留意事項】
• 研究開発期間の１年間延長が認められた事業拠点校は、その間において、教育課程の特例を活用

することが認められますが、延長に係る予算及び公立高等学校の教職員定数については、措置され
ないことを前提に御検討ください。

• 研究開発期間の１年間延長希望については、７月に照会し、希望した拠点校については、１年延
長を認める予定です。詳細の手続きについては、１年間延長に係る計画概要資料を求める予定です
が、時期については別途連絡します。

• 研究開発期間の１年間延長を希望しない場合等において、引き続き教育課程の特例を活用してカリ
キュラム開発を希望する場合は、教育課程特例校制度に申請等する必要があります。（例年８月末
締切ですが、詳細は担当の文部科学省初等中等教育局教育課程課教育課程企画室企画係へお
問い合わせください。）
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【参考資料】カリキュラム開発拠点校からの質問に対する回答
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質問 国内外の研修や海外派遣が出来ないことによる計画
の変更により、経費の支出項目を変更することは可能
ですか。（年間計画の所要経費区分変更に関する許容
範囲について）

回答 経費の支出項目を変更して事業を行うことは可能で
すが、経費の内訳の変更による経費区分間の流用で、
経費区分間で増減する額が委託費の総額の２０％を超
える場合には、委託要項に基づき「事業実施計画変更
申請書」（WWL）を提出し、承認が必要となりま
す。
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質問 コロナの影響下における海外フィールドワーク実施
の可否について文部科学省としての統一基準はありま
すか。

回答 海外への修学旅行や研修旅行について*、文部科学
省HPに最新のQ&Aを掲載していますので、最新の情
報をご確認ください。

※文部科学省HP
Q&A（学校設置者・学校関係者の皆様へ）
学校行事に関すること
問４ 海外への修学旅行や研修旅行について。
https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00040.html#q4

文部科学省担当：総合教育政策局国際教育課（内線３４８７）
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質問 コロナの影響で今年計画しているプロジェクトを来
年度に移行することを想定していますが、必要な予算
も来年度に持ち越すことは可能ですか。
来年度、平常またはそれに近い状態で渡航が可能に

なったときのために、今年の予算を保留することはで
きますか。

回答 今年度の委託事業について、今年度計画しているプロ
ジェクトを翌年度に移行する計画変更が生じる場合には、
あらかじめご相談ください。また、今年度の計画を変更し
翌年度に実施することとした場合、当該必要経費を翌年度
に繰越しすることは原則としてできませんので、翌年度の
委託費の範囲内で対応していただくこととなりますが、当
該必要経費分の増額措置はありません。
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回答 本事業では、国内外の高校との連携によるテーマと関連した高校生国際会議
が、新型コロナウイルス感染症の影響により、高校生国際会議が当初の予定通
り実施ない場合も考えられます。
その場合、設置者や学校等の判断により、ICTを活用したオンラインの会議に
開催方法を変更することや、高校生国際会議の開催時期等を変更することが考
えられます。
一方、いまだ収束が見えない新型コロナウイルス感染症の感染防止に万全を期
すためにやむなく翌年度に延期せざるを得ないと判断した場合には、当該経費
を翌年度に繰り越すことが認められる可能性があります。ただし、現時点にお
いては、当該理由による繰越の可否に係る財務省の方針の決定時期は未定（昨
年度は１１月中旬）となっております。
いずれにしても、高校生国際会議の開催方法又は開催時期の変更等につきまし
ては、随時、事業担当までご相談ください。

質問 事業終了年度の12月に高校生国際会議を開催予定で
すが、新型コロナウイルス感染症の影響で中止になる
恐れが出てきました。この高校生国際会議の経費を翌
年度に繰り越すことはできますか。
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質問 WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソー
シアム構築支援事業令和４年度の指定予定のカリキュ
ラム開発拠点校数及び採択スケジュールについて

回答 本年９月末の来年度概算要求及びその後の予算編成
の結果によるため、現時点では未定ですので、今後、
文部科学省HPにおいて随時情報提供してまいります。

なお、文部科学省としては、令和元年度から５年間
を目途に、ＡＬ（アドバンスト・ラーニング）ネット
ワークを形成した拠点校を全国５０箇所程度配置し、
将来的にＷＷＬコンソーシアム構築につなげていくこ
とを目指しています。
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回答 構想計画書等で予定していた当初の事業計画の内容
どおりの実施が難しい場合には、事業計画を変更し、
変更後の計画に基づき事業評価を行うことも含め、柔
軟な対応を検討したいと考えています。
なお、年度途中に当初の事業実施の計画内容から計

画変更を行う場合には、契約変更の手続きが必要とな
る場合がありますので、事前に事業担当に御相談くだ
さい。

質問 3年間の事業計画の中で、今年度・来年度は予定し
ていた事業が実施できない可能性があります。最終的
な事業評価の時点で、この事態をどのように考慮し
て、事業評価をしていくのですか。
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質問 全国高校生フォーラムの実施予定について

回答 12月19日（日）に開催予定の全国高校生フォーラ
ムについては、現時点では、オンライン・オフライン
を活用したハイブリッドでの開催を予定しています。
本行事の詳細は、新型コロナウイルスの感染拡大の

影響等を考慮の上、決まり次第お知らせいたします。

36


